
（１）級別職員数の状況（各年度4月1日現在）
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（３）職員数の状況(各年度4月1日現在)
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２ 給与の状況

合 計

38 人 55 人 52 人

副主幹 主 幹 副参事 参 事

区 分

16

保健師 合 計

1

標準的な
職務内容

町の人事行政運営等についてご理解をいただき、皆さんと

ともに“小さくてもきらりと光る美しいまち”づくりを進めるため

「下諏訪町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」

に基づき、職員の任用、給与、服務等について、平成２６年度

の概要を公表いたします。

（給与等は平成２７年４月１日の状況も併せて公表いたします。）

平成26年度一般会計における人件費の決算額は、13億2,458万円で、歳出決算額86億8,864万円の15.2%

問い合わせ先：総務課庶務人事係 内線251・252

１ 任免及び職員数の状況

です。この人件費には、町長、副町長、教育長及び町議会議員などの特別職に支給される給料、報酬、手当

などを含んでいます。

6級 7級

△ 30

（１）採用の状況（平成26.4.1～平成27.3.31）

（２）退職の状況（平成26.4.1～平成27.3.31）

(単位:人)

(単位:人)

(単位:人)

平成26年度



計

加 算

区 分

③特殊勤務手当（平成26年度一般会計）

同 じ

同 じ

同 じ

扶養親族のある職員に支給されます。

借家または借間に居住し、一定額を超える家賃を支払っている職員に支給されます。

通勤のために交通機関または交通用具等で通勤する職員に支給されます。

一人当たり月額 一人当たり月額

区 分

区 分 初任給

勤 勉

174,200円

142,100円

期 末

78,352千円

74,149千円

経験年数

職務の級等による加算措置 有

支 給 総 額

1.500月分

④その他の手当（平成27年4月1日現在）

税務手当、清掃作業手当、図書館等勤務手当11,152円

558千円

1,163円

20,608千円 代表的な手当の名称支 給 総 額

住居手当

扶養手当

国の制度
との異同

手 当 の 説 明

通勤手当

1.225月分

1.375月分

2.600月分

（６）職員手当の状況

①期末・勤勉手当（平成26年度支給割合）

0.675月分

0.825月分

大 学 卒

区 分

27年度

給 料

175 人

職員数

職員手当

区 分 平均給料（月額）

316,495円

26年度 174 人

（A）

281,900円

593,098千円

6月期

12月期

581,158千円 878,476千円218,966千円

（２）職員給与費の状況（一般会計当初予算）

高 校 卒

大 学 卒 253,500円 288,000円

高 校 卒 209,900円 －

317,657円

15年以上20年未満10年以上15年未満

期末・勤勉手当

40歳 0月

計 （B）

27年度

26年度

39歳 0月

（４）経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成27年4月1日現在）

（５）初任給の状況(平成27年4月1日現在)

226,700円

－

7年以上10年未満

286,900円

878,343千円

平均給与（月額）

1人当たり給与費
年 額 （B/A）

5,020千円

5,048千円

給 与 費

211,096千円

（３）職員の平均給料、平均給与、平均年齢の状況（各年度4月1日現在）

②時間外勤務手当（平成26年度）

平均年齢



特別昇給

月 額

始業時刻 終業時刻

（１）勤務時間、休憩時間の状況（標準的なもの）（平成27年4月1日現在）

52.44月分最高限度額

勤続25年

43.70月分

30.82月分

（２）年次休暇の取得状況 (平成26年1月1日～平成26年12月31日)

正午から午後1時まで

平均取得日数

常任委員長・議会運営委員長

52.44月分

事 由

教育長

自己都合

勤続35年

36.57月分

その他の

⑤退職手当（平成26年度支給割合）

平成25年度

勧奨・定年

543,000円

議 長

町 長

週休日・休日
勤務時間

237,000円

266,000円

52.44月分

概 要

無

定年前早期退職の特例2～20%
職務の級に応じた調整60月分

（８）特別職の報酬等の状況（平成27年4月1日現在）

627,000円

議 員

休憩時間

（平成26年度支給割合）

6月期 1.40月分

12月期 1.70月分

計 3.10月分

762,000円

6.3日
１年につき２０日付与

※翌年に繰越可能（最大２０日）

午前8時30分

年間を通して在職した正規職員の平均

土曜日及び日曜日
祝日法に規定する休日
12月29日から翌年1月3日まで

備 考

午後5時15分

報 酬

328,000円

251,000円

給 料

副議長

３ 勤務時間その他の勤務条件の状況

期末手当

副町長

区 分

加算措置

ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数

※ （ ）内の数値は国家公務員
の時限的な(2年間)給与改定特
例法による措置が無いとした場
合の値

職員構成を基準として、学歴別、経験年数別に平均給料月額を比較し、国家公

ラスパイレス指数とは、国家公務員と地方公務員の給与水準を、国家公務員の

（７）ラスパイレス指数の状況

平成26年度は国より5.1ﾎﾟｲﾝﾄ下回っています。

給料水準を指数で示したものです。

務員の給料を100とした場合の地方公務員の

94.9

102.0(94.2)

年 度

平成26年度



休職 3件

1 件

分 限 処 分

免職 0件

停職 1件

減給 0件

職員の身分保障を前提としつつ、
職責を果たすことが期待できない
時に、職員の意に反する不利益な
取扱いをすることで、公務能率の
維持と適正な行政運営の確保を目
的としています。

懲 戒 処 分

免職 28件

件 数

戒告 0件

降任 1件

降給 0件

備 考

（２）勤務成績の評定の状況（平成26.4.1～平成27.3.31）

（１）福利厚生制度の状況（平成26.4.1～平成27.3.31）

45人

800人

7件

5人

4件

37件

件 数 備 考

４ 分限及び懲戒処分の状況（平成26.4.1～平成27.3.31）

５ 服務の状況（平成26.4.1～平成27.3.31）

公務員が一定の義務違反を行った
場合に任命権者がその職員の責
任を問うための制裁で、組織の規
律と秩序の維持を目的としていま
す。

32人

内 容 等区 分 人 数

件 数

10人

職員安全衛生事業

市町村職員共済組合事業
（社会保険制度）

定期健康診査 12項目 受診人数 229人、 人間ドック助成 受診者 36人
ノーネクタイ・落ち葉清掃 全員
メンタルヘルス対応 相談事業等の実施

町関係団体の事務又は業務に従事する場合 統計調査員等

３ 幹部職員研修

評定の時期

区 分

被評定者数

年2回

4月、10月

21人

研修内容

2件

15件

計

当該職種に必要な知識等の研修

６ 研修及び勤務成績の評定の状況

７ 福祉及び利益の保護の状況

課長又は相当職以上の町政方針、高度な行政理論及び管理論等の研修

２ 在職者研修

内 容 等

市町村職員を対象とする市町村職員共済組合に加入し、職員と町が分担拠出する
財源により医療や年金の給付を受けています。

営利企業等の事務又は業務に従事する場合 統計調査員等

区 分

１ 新規採用者研修

営利企業等の従事許可

職員福利厚生事業

評定の回数

長野県市町村職員互助会と下諏訪町職員等互助会を通して福利厚生事業を実施
しています｡なお、各団体へ負担金を下記のとおり支出しています。
・長野県市町村職員互助会負担金 1,935,000 円
・下諏訪町職員等互助会負担金 1,200,000 円

243人

96人

46人

70件

５ 特別研修

６ 派遣研修 国又は県に派遣して研修 5件

598人

４ 監督者研修 係長又は相当職以上の監督者として必要な知識等の研修

職務に専念する義務の免除

服務規律、町政の概要及び実務に必要な基礎的知識等の研修

公務員倫理、職務上必要な比較的高度な知識等の研修

受講者数

72人

（１）研修の状況（平成26.4.1～平成27.3.31）



（３）利益の保護の状況（平成26.4.1～平成27.3.31）

内 容 等

（２）公務災害補償制度の状況（平成26.4.1～平成27.3.31）

1件

区 分

勤務条件に関する措置の要求の状況

不利益処分に関する不服申立ての状況

件 数

0件

1件不利益処分に関する不服申立てに係る書類の交付件数

８ 公平委員会の報告事項（平成26.4.1～平成27.3.31）

地方公務員災害補償基金長野県支部

加入団体

0件

認定件数


